





















































































































































































































































Sectarian Gulf: Bahrain, Saudi Arabia,  
and the Arab Spring That Wasn’ t. 
Stanford and California: Stanford Briefs, 2013.
今日、中東において宗派主義が猖獗を極めている。宗派主義をめぐっては
二つの異なる捉え方があるだろう。すなわち、一方には宗派の差異が必然的
に対立を生み出すとする、本質主義的な捉え方がある。これに従えば、イス
ラームにおいてはスンナ派とシーア派の対立は不可避であるとの結論が導か
れよう。他方で、宗派主義の構築された側面を強調する捉え方がある。宗派
の違いが対立を必然的に生み出すのではなく、何らかの政治的な理由や特定
の条件下において宗派間の差異や対立が強調されて、ときに激化するのだと考えるのが、その特徴と言え
る。著者はこの後者を「政治的宗派主義」（political sectarianism）と呼び表しているが、本書がとるのもこ
の立場である。
著者のトビー・マシューセンは、現在オックスフォード大学セント・アントニーズ・カレッジで上席研
究員を務める気鋭の若手研究者である。同書は、いわゆる「アラブの春」以降の中東において、なにゆえ宗
派主義が激化の様相を呈することになったのかを鋭く分析しており、今日の中東政治をよりよく理解する
うえで大変重要な著作と思われる。論文調ではなく、エッセイ調の軽妙な文体で書かれているため大変読
み易いが、その主義主張は一貫しており論理も明快である。湾岸諸国や宗派主義をめぐる議論に馴染みが
ない読者にも手に取りやすい一冊と言えよう。
歴史を紐解くならば、宗派主義の先例は枚挙に暇がなかろう。ただし、現代の中東政治を考える際に、
宗派主義の問題がその主要な対立軸として浮上するのは、主に二つの出来事が契機となっていた、と著者
は指摘する。第一に、サッダーム・フセイン体制崩壊後のイラクにおけるスンナ派とシーア派の対立であ
り、第二に、「アラブの春」における湾岸産油国の対応が、この流れを加速・拡大させた。とくに本書を読
めば、宗派主義という「パンドラの箱」が開かれるうえでは、湾岸産油国の役割が大きかったことが理解で
きよう。
本書の議論を要約しよう。2010年末以来の「アラブの春」の波及と、それに伴う抗議デモの拡大は、湾
岸産油国の為政者たちにとっての脅威となった。これに危機感を抱いた国 （々とりわけサウジアラビアと
バハレーン）は、宗派横断的な抗議活動を分断すべく、宗派主義を利用した。しかし、当初のいわゆる「政
府主導の宗派主義」は、これを自らの目的のために利用せんとする政治的・社会的・経済的・宗教的エリー
トらの加担によって強固なものとなり、さらに湾岸資本のメディアを通じて大衆レベルへと波及した。そ
して、ひとたび宗派主義的言説が大衆レベルに浸透するにつれて、いわば「下からの宗派主義」が生じ、か
くして宗派主義が実態を帯びることとなったのである。
この意味で、「宗派主義とはアラブの春に対する湾岸における短期の『解決法』であった」（130頁）。しか
し、著者はこうした宗派主義の利用は、短期の解決法であっても、問題の本質的な解決方法にはなりえて
いないと指摘する。また、これにより解き放たれた宗派主義の問題が今日何を意味しているのかは、我々
が現在の中東情勢を見るとき、自ずと明らかであるものと思われる。宗派主義や湾岸政治を専門とする読
者のみならず、今日の中東情勢を広く理解したい読者にも是非とも一読をお勧めしたい。
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